

業　態　調　書

令和　　年　　月　　日

石川県知事　　　　　様

所在地　〒
商号又は名称
代表者
ＴＥＬ

資本関係又は人的関係のある他の企業について、次のとおり申告します。

１　資本関係のある他の企業について
1 　自社にとって親会社の関係にあたる他の企業　　　　　　　　　　□該当あり　　□該当なし
	商号又は名称
	建設業許可番号
（建設業者の場合）
	所在地

	
	
	

	
	
	

	
	
	


2 　自社にとって子会社の関係にあたる他の企業　　　　　　　　　　□該当あり　　□該当なし
	商号又は名称
	建設業許可番号
（建設業者の場合）
	所在地

	
	
	

	
	
	

	
	
	


3 　親会社を同じくする子会社同士の関係にある他の企業　　　　　　□該当あり　　□該当なし
	商号又は名称
	建設業許可番号
（建設業者の場合）
	所在地

	
	
	

	
	
	

	
	
	



２　人的関係のある他の企業について　　　　　　　　　　　　　　　　　□該当あり　　□該当なし
	商号又は名称
	建設業許可番号
（建設業者の場合）
	所在地

	
	
	

	
	
	

	
	
	



＜記載上の注意＞
※１　行が足りない場合は、適宜行を追加するか又は複数枚に分けて提出すること。


＜記載要領＞

１　以下の基準に該当する者がいる場合は、「該当あり」にチェックのうえ、商号または名称等を様式に記載し、提出してください。該当が無い場合は、「該当なし」にチェックのうえ、提出してください。

基　準

以下の（１）から（３）までのいずれかに該当する場合。

（１）資本関係
以下のいずれかに該当する二者の場合。ただし、子会社（会社法第２条第３号の規定による子会社をいう。以下同じ。）又は子会社の一方が会社更生法第２条第７項に規定する更生会社（以下「更生会社」という。）又は民事再生法第２条第４号に規定する再生手続が存続中の会社である場合は除く。
①　親会社（会社法第２条第４号の規定による親会社をいう。以下同じ。）と子会社の関係にある場合
②　親会社を同じくする子会社同士の関係にある場合

（２）人的関係
以下のいずれかに該当する二者の場合。ただし、①については、会社の一方が更生会社又は民事再生法第２条第４号に規定する再生手続が存続中の会社である場合は除く。
①　一方の会社の役員が、他方の会社の役員を現に兼ねている場合
②　一方の会社の役員が、他方の会社の会社更生法第６７条第１項又は民事再生法第６４条第２項の規定により選任された管財人を現に兼ねている場合

（３）その他入札の適正さが阻害されると認められる場合
その他上記（１）又は（２）と同視しうる資本関係又は人的関係があると認められる場合。

